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下記は、４月２０日の東京新聞朝刊です。

原告浦谷さんが、車掌とし
て乗務（トンボ行路{日帰り}）
した２０２３年１月２５日に
大雪のため大幅な列車遅延に
より、７時間の遅れで東京に
到着するも休憩時間を与えら
れず、食事も採らされること
なく、また準備時間も削られ、
下り列車を担当させられまし
た。
さらに新大阪自所帰着し、

退出点呼終了後に、１時間の
休憩と称した「居残り」を強
要されたことに対して、未払
い賃金と不法行為としての損
害賠償を２０２４年９月１７
日に大阪地裁に提訴しまし
た。
原告が、東京に到着した時

点で労働時間が７時間に達し
ているから、そこで休憩時間
を与えなければならなかった
のですが、これをしなかった
ことが問題のはじまりでし
た。

会社は、乗務する条件を法令等に基づいて行っていると言ってます。
視力が眼鏡着用と義務付けられている乗務員の眼鏡不使用や、アルコール検査、薬物、

眠気を催す薬の厳禁など、安全運行のため乗務不可として厳しく取り扱っています。
一方で休憩時間は労基法第３４条により、「労働時間が６時間を超える場合は少なくと

も４５分、８時間を超える場合は少なくとも１時間の休憩時間を与えなければならない」
と定められていて、会社に義務付けられています。
しかし、会社は、この法令は無視して運行優先を強行しました。
そもそも休憩時間とは、労働者が休息のために労働から完全に解放されることを保障さ

れている時間のことです。
私たちは、会社の安全最優先と言いながら、人員の効率運用ため法令を無視する姿勢を

断罪します。
★５月１２日第３回休憩裁判弁論 大阪地裁８０９号法廷


